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企業情報 システムにお ける意 思決定支援 システム

その発展 ・特質・事例について

広 内 哲 夫

Decision Support Systems in Corporate 

         Information Systems 

On their Development,Characteristics and Examples

Tetsuo HIROUCHI

Historically corporate information systems have not taken a smooth development. In the 

early 1960s MIS began to be utilized in the management fields and rode the crest of the 

boom, being made much of by top managers. Yet, MIS did not produce so good results in 

the management fields as was expected. As a result MIS was judged to be non-beneficial 

and fell into oblivion. 

In the early 1970s, a new concept appeared in place of the old MIS concept. The new MIS 

concept is based on a new interpretation of MIS from two angles. From one angle MIS 

is regarded as a system for rationalization of work and from the other angle it is regarded 

as a system that supports managers' decision making  : the former is called EDPS and the 

latter,  DSS. 

This papaer describes historical situations until the concepts of EDPS and  DSS 

appeared and differences between these systems. In addtion, this paper discusses how to 

create  DSS and the role  DSS plays in the corporate information systems fields.

は じめ に

最近,意 思決定支援 システム('以 下DSS

と略 記 す る)と 呼ばれ る企業情報 システム注{1}

の構築が大手の企業で進められつつある.そ

のシステムはその名前の示す通 り,管 理者の

憙思決定を支援することを目的 としている.

DSSは,1960年 代の経営情報 システム(以
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下MISと 略 記す る)(注i)の 熱 狂 的ブーム とそ

の失敗 の教訓 を踏 えて,1970年 代 の始 めに出

現 した新 しい形態 の企業情報 システムで あり,

従 来 か らの電子デー タ処理 システム(以 下E

DPSと 略 記す る)と 呼 ばれるオペ レー シ ョ

ナル ・レベ ルの企業情 報 システム と比 べて,

システ ムの性 質 を著 しく異 に して いる.

DSSは,そ の必 要性 が最近 になってよ う

や く認識 され始 めたため,そ の概念 が充分 に

正 しく世の中で理解 されているとは言 い難 い.

MISブ ー ムの頃 か らの誤 解 が尾 を引 いて い

るので あろ うか,DSSは 意 思 決定の .自動化

を目指す システム と考 え られた り,あ るいは

経営者向 けの戦略的 なシステ ム とみな された

りす ることが多 い.DSSを 正 しく理 解す る

には,ま ず第一 に,そ の概念の 出現 した歴史

的 な状況 を充分認識 して お く必要 がある.

本 稿 では,「DSSと は如何 な る理念 ・概念

・特質の企業情報 システ ムであ るのか」 を紹

介す ることを目的 と してい る.最 初 に,MIS

がDSSとEDPSの 考 え方 に至 った歴 史的状

況 ・経緯 を示 し,そ れか らDSSの 特 質 を多

方 面 か ら浮 き彫 りにす る.そ して最 後 に,D

SSが 総 合的 な企 業情 報 システ ムの中で,ど

のよ うな立場 を占め,ど の よ うな役割 を演 じ

て いるのかを事例 をもって紹 介す ることにす

る.

1.企 業情 報 シス テムの歴 史的 発展

1.1MISブ ーム

米国 においてコ ンピュー タが経営分野 に適

用 され始 めたのは,そ れ が出現 して まもな く

で あった.('rL2)最 初 は適 用 分野 が限 られて い

て,人 手の掛 かる経理 における計算業 務が主

体 であった.し か し,コ ンピュータは素晴 し

い成果 を発揮 し始 め,そ の有用性 が徐 々に知

れ渡 って い く中で,適 用分野 も拡大 していっ

た.

1960年 代 に入 ると,早 くもGallagherが コ

ンピュータをベ ースに した経 営のための情報

システムは如何 にあるべ きか を検討 し,い わ

ゆるMISの 概 念 を打 ち出 したのである.彼

はその概 念 に対 して,「 効果的 なMISの 最終

目標 は,経 営管理の あ らゆる階層 に影響 を与

える経 営内のすべての活動 を,そ れ らの階層

にた えず完全 に知 らせ ることで ある(2bと 主

主張 した.MISの 概 念は,1970年 代 始 め ま

で,人 それ ぞれ様 々に考 えられ,議 論 された

が(3),Gallagherの 考 えが当時のMIS概 念

の代表 とみて よい.彼 の主張は,当 時の人 々

がMISを 完 全 に全 社的 な単一の情報 システ

ム,す なわち,ト ー タル ・システム として捉

えて いたこ とを示 している.

当時の米国 においては,技 術革新 が盛 んに

行 なわれ始 めた時 代で あった.企 業の規模 は

拡 大の一途 をた どり,経 営環境 は,以 前 に も

増 して複雑 化 して いった.そ こで,多 くの経

営者達 はコ ンピュー タの有用性 に目をつ け,

経 営 の合理 化 を進 める意味 から,当 時 萠芽 し

始 めたMIS概 念 の実現 化 を計 ろ うと した.

これ が爆 発的 なMISブ ー ムで あった(7).

多 くの企 業で は,経 営者主導 型のMIS開

発 チー ムが設置 された.こ のチー ムは企業内

から集 め られた経営科学担 当者,シ ステ ム分

析 者,コ ン ピュータ技術者 などの専 門ス タ ッ

フ から構成 されていた.彼 らは トー タル ・シ

ステム を実現すべ く,ト ップ ・ダウン ・アプ

ローチ を採 用 し,企 業の細部 まで詳 しく調査

したQll.そ して,企 業の 目標 に最良 と思 われ

るMISの 形 態 を検討 した.彼 らは既 存 のシ

ステ ムに捉 われずに,シ ステムを新 たに創造

す る立場 か ら,MISの 構 築 を進 めていっ た

ので ある.

この時代,有 名 なものは,ロ ッキー ド ・ジ

ョー ジア社の インターロ ックと呼 ばれ るMIS

と,ユ ナイテ ッ ド航空 のMISで あ る.

イ ンターロ ックは,1960年 か ら10年 計 画で

開発 が進 め られた壮 大 な トー タル ・システム

であるz,.こ のMISは,(i)ペ ー パー ワー ク

の削 減,(ii)管 理 者 の職 務管掌能 力の単純 化,
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価)経 営計画 策定の有効 化,(vi)職 務 の単純

化,(v)事 務 所 ・工場 間 のコ ミュニケー シ ョ

ンの効率化,な どを目指 したものであるが(注3),

それ は膨 大 な情 報 によって主 に管理 者層 を援

助す るため に構想 され た といわれ る.

ユ ナ イテ ッ ド航 空 のMISは1960年 代後 半

に完 成 され た 「オペ レーシ ョンズ ・ブ リーフ

ィング ・ルーム」 と呼 ばれる作戦室 を持 った

もので ある 【41.このMISは 前 日の運航 結 果

を,飛 行距離,運 搬乗客 数,計 画 の遅 れ とい

った統計やP/Lに まとめて出 力するものであ

った.作 戦室 に来ればすべての情報 が把握 で

きる として,経 営者達 に利用 された.当 時,

この作戦室 は まさ しく経 営者 用MISの 具 現

化 したもの と,人 々には映 ったよ うである.

多 くの企 業 で,こ の よ うなMISの 構 築 が

試み られた が,し か し,経 営者の立場 か らみ

ると,経 営への本質 的 な影響 を及 ぼす経 営情

報 システム とは成 り得 なかったの である.M

ISか らは多 数の 資 料 が出 力 されたが,多 く

の企 業 にお いては,そ の 資料は余 り利用 され

ず,机 の上 に うず高 く積 まれて いる光景 が見

られた とい う.

ユ ナイテ ッ ド航 空 のMISが そ うで あった

よ うに,多 くのMISか ら生み出 された情 報

は,単 なる企業 の活動 の履 歴情報 といった も

ので,経 営 に どう対処 すべ きかとい うよ うな

将 来に影響 を与 える情 報では なかった.そ し

て,ま た,そ れ らのMISは 柔 軟性 に乏 しく,

経 営者の情策要求 が変 化 して も,そ れ に追従

す ることが不可能 で もあったので ある.

コ ンピュー タを経営へ の有効 なッール と期

待 し,MIS構 築 に 多額の投 資 を行 なった経

営者達は,自 分達の望 む情 報が得 られず,失

望 は大 きか った といえよ う.そ れ故,1960年

代始 め に起 きた熱狂 的 なMISブ ー ムは,1960

年 代未 になると,経 営者 か ら全 く忘 れ去 られ

て しまったので ある.

この状況 は 日本 で も同様 であったといえる.

1967年,MIS訪 米使 設 団 によるMIS賛 歌 の

報告書i51が 世 に出 ると,熱 狂 的 なMISブ ー

ムが沸 き起 った.し か しなが ら,そ のブーム

は米国 と同 じ道 をた どり,1970年 代 の始 めに

は忘 れ去 られて しまった.こ のMISブ ー ム

の後遺 症 はひ どく,MISは 「幻 のMIS」 な

どと人 々か ら陰 口をたた かれ,ま た,企 業 の

システム 開発部 門で は,1970年 代 の 中頃 まで ,

MISと い う言葉 は禁句 に なった程 で ある.

しか し,一 方では,企 業の下 部組織 で働 く

いわゆ る実務担 当者達 の仕事 の合理 化 に,コ

ンピュー タは非 常に貢献 したので ある.多 く

の企 業 においては,MISの 名 の もとに実 用

上の立場 から,個 別 の業務処理 システムが多数

構築 されて行 った.こ れ らの中の代 表的 なシ

スラム と して は,銀 行の オ ンライ ン ・システ

ム,鉄 道 ・航 空会社の座席予約 システム ,在

庫管理 システム な どが挙 げ られる.そ して,

こ れ らの個 別業務処理 システ ムは,企 業組織

内で徐 々に横 断的 に統合化 されて いった.

種 々の個 別業務処理 システムは,人 間の作

業の代替 を目的 と して作 り出 された点 に共通

の特徴 がある.こ の点 にお いては ,コ ンピュ
ー タは人 々の期待 した以上の素晴 しい成果 を

あげたの であった。

1960年 代 の始 めか ら1970年 代 の始 め にかけ

ては,企 業情報 システムの大 きな二つ の流 れ

があ り,一 つ は経 営 者のMISへ の 期待 とそ

の 反動 による失望,も う一つ はその影 に隠れ

なが らも,企 業の下部組織 での合理 化へ の着

実 な る貢献 で あった.

1.2MISの 反 省か らDSSへ

1970年 代 に入 ると,ハ ー ドウェァおよびソ

フ トウェア を含めた コンピュータ ・ラクノロ

ジーの発展 か ら,1960年 代 に出現 したデータ

ベース技術やTSS技 術 が実用の域 に達 し,

多 くの企業 に も導 入 され始 めた.1960年 代 の

MISの 失 敗 は,コ ンピュー タ ・テクノロジー,

特 にデー タベ ース技術 の未熟 さにも一 因 があ

ったので,そ の発展 は,"新 しい形態"の 企 業

情 報 システ ムの 出現 に多 くの期待 が寄せ られ
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た.一 方,MISの 反 省 を踏 えて,経 営者や管

理 者の真の情報要求 とは何 か とい う観点 か ら

の研究 がなされ始 めた.こ の研究 は主 にMIT

のScottMorton達 に よ り進 め られ,現 在 で

はDSSと 呼 ばれ る概 念 にまとめ られて いる.

ScottMortonは1971年 の論 文で,企 業情報

システム構築 の際に,シ ステム設計者 にとっ

て有効 とな る枠組 を提案 した(6,7)こ の枠組

は表1に 示 す よ うに,Anthonyに よ る経 営

の分類 と,Simonに よ る問題 の構 造化の 概

念 を組 み合 せた もので ある.表1の 点線で示

された境 界線 の上半分の意思決定は,ほ とん

どが構 造的な もので あ り,下 半分の意思決定

はほ とん どが非構 造的 なもので あるといえる.

彼 は,前 者の構 造的 な意思決定 を行 な うため

に設計 された企業情報 システム をSDS(St-

ructuredDecisionSystem:構 造 的意思決定

システ ム),後 者 の 非構 造 的 な問題 を処理す

るところの経営者 ・管理者 を支援す る企業 情

報 システムをDSS(DecisionSupportSys-

tem:意 思 決定 支援 システム)と 呼んだ.現

在,SDSはEDPS(ElectronicDataPro-

cessingSystem:電 子 データ処理 システム)

とい う呼 び名 が一般的 で あるので,以 後 これ

をEDPSと 呼 ぶ ことにす る.

ScottMortonに よれば,経 営者 のため の

触 れ込 みで,当 時 まで盛 ん に構 築 されたMIS

の ほ とん どが,実 の ところEDPSの 範 囲 に

属す るものであったとい う.MISブ ー ム の

際,経 営者 や管理者 に期待 された予算編成,

販 売計画,生 産計画 な どのシステムは,本 来

DSSと 呼 ば れるべ き範疇の システ ムだ った

のである.

DSSの 概 念 とその システ ム的特徴 は,次

章以降 で詳 しく論 ず るが,そ れを略述ず ると,

MISの 時代 の システム ・アプローチが コンピ

ュー タを主役 とした トー タル ・システ ムを目

指 したのに対 し,DSSの ア プ ローチは,経 営

者や管理 者 を主役 とし,彼 らの意思決定の プ

ロセスお よび判断 をコンピュー タによ り,直

接的 に支援 しよ うとす るもので ある.言 葉 を

替 えて言 えば,前 者 が企業組織 全体 を単一の

企業モデ ルで記述 しよ うと した,言 わばマ ク

ロなアプローチで あったたの に対 し,後 者 は,

その組織 を構成す る各意思決定者 に焦点 を合

わせ る ミクロなアプローチであ るとい える(7)

ScottMortonは 当 時 の企 業情 報 システ ム

の分析 か ら,伝 統的 なEDPSと 今 後 新 しく

進展 す るであ ろうDSSに 対 して,次 の様 な

結 論 を導いてい るの.

1.DSSはEDPSと その性格 を異 にす る.

2.経 営 活動 の それ ぞれの階層 で要求 され る

情報 の性格 は著 しく異 なるので,こ れ ら

の階層 を越 えてEDPSとDSSを 直 接

表1企 業情報システムの枠組

Anthonyの

経営 階層
Simon 業 務 管 理 経営 管理 戦略的計画

の概念

構 造 的 受 取 勘 定 予 算 分 析 傭 船 計 画

畠

オ ー ダ ・エ ン ト リ ー

在 庫 管 理 短 期 分析 倉庫 ・工場新設

生産 日程計画 差 異 分析 合併と買収

7 資 金 管 理 予算 編 成 新製品計画

非 構 造 的 パ ー ト・コ ス ト・シ ス テ ム 販売 ・生産計画 研究開発計画

SDS

DSS
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結合 して も,何 ら意味 は ない.

3.EDPSに お け るモデルは 日常頻 繁 に使用

され るた め,よ り精密 で効 果的であ る必

要 があるが,一 方,DSSに お け るモ デル

は その必要 はな く,む しろモデル 自身 よ

りも,モ デルの創造過程 が重要 であ る.

経 営者 や管理 者の情報要求 を満 す企 業情報

システムは,本 来,DSSの ア プローチに従 っ

て構築 されなければ な らなかったのであ るが,

経 営者階層 を含めた兔べ ての階層 を,MIS(E

DPS)の ア プローチ に従 って構築 された企

業情報 システムに より,一 元的 に情報 を提 供

しよ うと した ところ に,MISの 失 敗 の一 因が

あ った といえ る.

ScottMorton達 のDSS概 念 の具 体化 は,

1970年 代 の中葉 にな ると,デ ー タベース管理

システム,TSS対 話 処 理 システ ム,図 形処

理 システ ムなどの よ り発達 したコ ンピュー タ

・テ クノロ ジーの基盤 に支 え られて
,徐 々 に,

米 国 や 日本の企業 に広 ま り始 めた.

こ の中で,MITのMeadorら の 開発 した長

期の財務計画 を行 な うPROJCTOR(8)(19

74),同 じ くMITのLittleの 開 発 した販売計

画 を行 な うBRANDAID(9)(1975)が 有名 で

ある.日 本 において実用 に供 されて いる有名

なもの と して は,富 士通 と日本開発銀 行 が共

同開発 した長期経営計画 を策定す るMDS(1°)

(1976)お よ び 日本ユニパ ックの協 力の もとに

三井銀 行が開発 したMIGHTY-Cデ マ ン ド・

システム(18)(1977)が 挙 げ られ る.

一 方
,個 別 業務処理 システムはEDPSの 役

割 の もとで,そ の適 用領域 を拡大 し,現 在 ま

で着実 に発展 して きてい る.例 えば,生 産会

社 での生産管理 システ ムやCAD/CAMシ ス

テム,銀 行 での第3次 オ ンライン ・システム

などで ある.こ れ らの新 しい システ ムは既存

の他 の個別業務処理 システム と連 結 されつつ

あ り,さ らに先駆的企 業においては,DSS

とEDPSが 大 規模 なスケー ルで 有機 的 に統

合化 され,総 合的 な企業情報 システム を形成

す るに至 ってい る.こ の点 につ いては,3章

で,前 述 のMIGHTY-Cを 例 に とって紹 介す

る.

2.DSSの 特 質

前章で は,DSSの 特 徴 を明確 に示 さず に

歴 史的 な状 況 ・経緯の み を論 じた.こ こでは

DSSの 性 格 ・特徴 をEDPSを 引 き合い に出

しなが ら,そ の姿 を浮 き彫 りに してみたい(7・

9,17,26)

2.1DSSの 狙 い

伝統的 なEDPSは 主 に事 務 の合 理 化 を狙

ってお り,そ の仕事 を自動化,能 率化 し,実

務担 当者 の手作 業的作 業 をコンピュー タで代

替す るシステムであ る.そ の役 目は主 に事務

処理,記 録 保管,あ るいは事務 報告 を行 な う

もので ある(12).し か し,DSSは 管 理者(又

は その直属の部下)の 意思決定 を効 果的 に支

援 しよ うとす るところにその狙 いがあ る.そ

の システ ムは 表2(]2,17)に 示 す よ うに,過 去

のデー タの単 なる保 管で はな く,現 在 と将来

に焦点 を合 わせ,柔 軟 に管理者の意思決定 を

表2DSSとEDPSの 比較

EDPS DSS

・ トラ ン ザ ク シ ョ ン ・意思決定

処理 ・その 実施

目 的 ・レコー ド記録

・報告書作成

・機械的効率向上へ ・全体的効率向上

の指向 への指向

・過去に焦点 ・現在と状来に焦

特 徴 ・一慣 性 の 強調 点
・柔軟性の強調と

特別な使用

・給与計算 ・設備 の 新設 ,更
・会計処理 新

例 ・在庫管理 ・販 売 ,生 産 計 画
・予算編成

・新商品開発

..



改善 していこうとするものである.

管理者達は多様な経営管理業務に携わって

いる.例 えば,マ ーケ ッティング担当の管理

者は新商品の今後の売上高を推定 して販売戦

術 を立案 し,人 事担当の管理者は多面的な角

度から候補者を選定し,予 算編成担当の管理

者は各部門を調整 しながら適切 な予算案を作

成する.彼 らは孤立 して一人で意思決定を下

すのではなく,必 要な他部門の管理者との交

渉 ・協議によりそれらを行なう.こ のような

業務においては,従 来 まで,彼 らは主に自己

の経験 あるいは洞察力のみを唯一の意思決定

の拠所としてきた.

そこで,DSSは 管理者 のこのような領域

の意思決定を,よ り合理的な方法で改善しよ

うとするものである.DSSは 管理者に全社

的 な管理情報を把握させるための 「データ接

近能力」 と 「データ分析能力」を提供 し,管

理者はDSSか らの相互作用的な援助を受け

ながら自己の 「洞察力」 およびDSSの 分析

的な 「情報」 を効果的に活用 し,管 理者とし

ての意思決定能力を向上 させていこうとする

ものである.

なお,よ く誤解 されることであるが,DS

Sは 決 して管理者の意思決定の自動化を目指

した り,最 適計画 を行なうことを目的とする

ものではない.自 動化や最適計画の場合は,

問題の構造が明確であり,問 題解決のアルゴ

リズムを定めることができ,そ こかち解 を導

き出せることを前提 としている.こ れはOR

(OperationsReserch)の 考え方である.し か

し,DSSは 次の章で論ずるように,問題の構

造が不明確で,そ の解決に洞察力を必要とす

ることを前提 としているのである.

2.2問 題解決の様式

管理者 の意思 決定 を支援 す ることは,具 体

的 に どのよ うな ことなのか,そ のため にはD

SSは どのよ うな機能 を具備 せねば ならない

の か,を 考察 してみたい.こ こにDSSの 管

理者支援 の本 質 をみ ることがで きる.

管 理者 の遭遇 す る問題 は,EDPSに おける

問題の よ うに構造 が明確 に定 まってはお らず

しかも,そ れが不定期 に発生す るの で,解 決

手続 きを事前 に定 めてお くことが不可能 であ

る.管 理 者は この種の問題 に出合 うと,ま ず,

自分の経験 を通 して,解 決 に至 ると信ず る漠

然 としたイ メー ジを頭 に描 くで あろ う.

このイメー ジは,管 理 者 がかつて学習 した

り経験 した りとのあ る手法 を用いて思い浮べ

られ るものであ る.し か し,そ れは,そ れ程

明確 な根拠 を持 って想起 され るわけではない

が,「 この手法で この プロセス を解決 した ら,

次 はあの手法 で……?」 といったよ うな解決

のアイデア を秘 めているといえる.こ のイメ

ージは
,次 に管理者 の洞察 力によって,問 題

解決 のための具体的 なモデルに創 り上 げ られ

てい く.

こ れは次 のよ うな手続 きによ り,徐 々に行

われると考 え られる.管 理者 は洞察 力を用 い

て,問 題の一部分(構 造的 な副問題(注4りを抽

出 し,そ れをある手法 を使 って解 き,結 果 を

自己の経験 や洞察 力によって評価 す る.そ し

て,そ の評価 に基 づ いて最良 と思 われ る次 の

副問題 を選 び出 し,そ れ を解 くプロセス を選

択 す る(結 果の評価 を誤 ると好 ましくないプ

ロセス を選 択す る可能性 があ る),プ ロ セ ス

の探索 は,多 分 にヒュー リステ ィックで ある

ので,管 理者個人 の洞察 力によって異 な るプ

ロセス を経 るであろ う.

この プロセスの繰 り返 しによ り,管 理者 の

想起 す る漠然 と したイメー ジは深化 し,徐 々

に問題解決のための具体的 なモ デルに創 り上

げ られてい くといえるの である(図1参 照).

DSSは,管 理 者 との直接 的 な相互作 用 に

よって,上 記の思考パ ター ンを追跡 しよ うと

す るもので ある.具 体 的 には,DSSす な わ

ちコンピュー タが構 造的 な副問題の部 分の解

決 を,管 理者 が ヒュー リステ ィックな判断 を,

そ れ ぞれ役割 分担 し,遂 行 しよ うとす るもの

.,



副問題

問.

図1問 題解決におけるイメージの深化

である.

管理者はDSSの この特質を活用 し,DSS

からのフィー ド・バックに洞察力を用いて応

答 しながら副問題 を逐一解決 していき,最 終

的にコンピュータ上 に問題解決のための支援

モデルを作 り上げていく.従 って,「DSSに

支援 された管理者の意思決定」 とは,問 題の

最適解を求めるのではなく,管 理者自身が最

良と思 う解を,管 理者の洞察力を用いて導 き

出すことである.

人間の直観や洞察力は,問 題解決のための漠

然とした全面的イメージを構想するのに非常に

強いが,そのイメージの具体的な部分(副 問題)

の数量的 あるいは緻密な評価には,は なはだ

弱い.こ の弱点の補強にDSSの 適用の価値

があるといえよう.

このようなDSSの 問題解決の様式から,

DSSは ッール(道 具)の 性格の強い柔軟な

システムと して,管 理者 に提供 され なければ

ならない.DSSに は,汎 用 的 な問題 解決の

立場 か ら,デ ータ検索,多 変量解析 な どのデ

ー タ分析
,デ ータ加工,予 測,あ るいは報告

書 や グラフの作成 などの諸機能 を,ツ ール と

して用意 す る必要 がある.

2.3EDPSデ ー タ源 との連結

管理者 は多様 な経営 管理 業務 に携 わってい

る.彼 等 は2.4節 で示 す よ うに,計 画 と実績

の差異 から組織 の活動 を正 しく把 握するため,

多 部門 に関係 する種 々の データを必要 とす る.

従 って,DSSは 広 範 な情 報要 求 に耐 えられ

るよ うな強 力なデー タベースの確立 を必要 と

し,し か も,そ れは強 力なデー,タベ ース接近

能 力 を管理者 に提供 しなければ な らない.

企 業では,一 般 に人事,生 産,販 売,顧 客

な どの業務デー タが,経 営機能別 にデー タベ
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一ス化 さ
.れている.こ の中にあ るデー タは,

日々EDPSの オ ンライン ・システ ムで更新

されてい る.DSSの デ ー タベ ースは,こ の

よ うなEDPSに お ける既存の デー タベ ース

を土台 に して作 り上 げるこ とがで きる.

しか し,DSSが それ らのデー タベ ース を

直接 ア クセス しては な らない。 とい うのは,

ScottMortonも 指 摘 しているよ うに(1.2節

参 照),EDPSの 持 つ デー タは その システム

の記録保存 とい う役割 か ら,一 般 に精密 かつ

具体 的 なデー タで あ り,一 方,管 理者の必要

とす るデー タは,集 約 された抽象度の高 いデ

ー タであ る
.従 って,DSSの デ ータベース を

EDPSの そ れ と直 接 的 な連 結 が ら作 り出す

ことは無意味 なこ ととな る.

DSSの デ ー タベースは,図2に 示 す よ う

に,DSSデ ー タベース作成 システムによるE

DPSの 業 務 デー タベースの要約 ・抽出 ・分

類 な どの操作 を通 して作 り出すの が良 匹.こ

のデー タベース作 成 システ ムは,EDPSか ら

DSSに 常 に正 し く要約 デー タを伝 達す るよ

うに,ま たDSS,EDPSの 両 システム問 の

整合性 を保 つよ うに設計 され なければ ならな

い.

DSSデ ー タベ ース作 成 システムは,DSS

の 目的 が確定 した ら比較 的長期 間,デ ー タベ

ース作成 アルゴ リズム を手直 ししな くて も良

い性質 のシステムであ る(14),い うなれば,E

DPSの 一部 とみ なし うるシステ ムであ る.

この システムは企業情報 システムの観 点か ら

み れば,単 にEDPSとDSSの 間 のデー タ

を仲介す るだけではな く,DSSと 既 存 のE

DPSを 間 接的 に統合化 す る重要 な役 目を担

うの である(DSS関 連 の他 の論 文では,D

SSとEDPSの 連 結 についての重要 さが指

摘 されていないが,現 実の企業の運 営 か らは

重要 な問題 であ ると筆 者は考 える).

一 方
,管 理者の経営管理活動 を効果的 に発

展 させ るには,上 記の社内 データの他 に,社

外 デー タも必要で ある.こ れ らのデータは競

合他社の活動状況や地域経済力などの社外環

境データである.こ れらは市場調査会社から

の購入や,自 社調査などによって得 られる。

これらのデータは上記のデータベースに保

存 され,DSSの データベースが体系的に構

成 されるのである.

2.4DSSの 活 用例

DSSが 管理者によって,ど のような様式

で利用 されるかを具体例で示 してみよう(注5).

A氏 はある生産会社の販売担当の管理者で

ある.そ の会社はある新方式の商品を発明 し,

それを独占的に生産販売 している.こ の商品

は販売 されて2年 程経つが,そ の売上げは現

在着実に伸びてきている.販 売当初は,こ の

ような伸びを示すとは思われなかったが,最

近の市場調査によるとその需要は根強 く,今

後漸 らくの間は売上げ増が続 くと期待されて

いる.

A氏 は過去何回かその販売計画の見直 しを

行なったが,今 回は販売計画とともに生産計

画も抜本的に見直 さねばならないと考えた.

そして生産計画見直 しの意見書を生産部門の

管理者B氏 に提出 しようと思い,自 分の考え

をまとめるための裏付け材料が必要 となった.

彼は脳裏に浮ぶ漠然としたイメージを整理 し

次の3点 を把握 したいと考えた.① 売上げに

地域的な著 しい差があるのか,② 現在の工場

の生産余力はどれ程か,③ このままの市場動

向が暫 く続 くと仮定すると,販 売が生産能力

をいっ頃上回ってしまうか.こ の3点 は2.2

節で述べた副問題に対応するといえる.

A氏 は自分の机の近 くにあるディスプレイ

装置 を用い,DSSを 呼 び出 した.彼 はいっ

も問題が発生すると,自 分の守備範囲にある

この簡便なシステムを個人専用のツールとし

て利用 している.

彼はDSSと 対話 しながら,RETRIEVE

コマ ンドを用いて,デ ータベース中に蓄えら

れている各地区毎の販売高を検索 し,そ れか
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図2DSSの デ ー タ源

らLISTコ マンドを用いて検 索結果 を報告

書形式で出力した.彼 は報告書のデータを眺

め,過 去の経験 から地域的な特性はそれ程み

られないと判断 した.も し,地 域的な特性が

見 られれば,彼 はその分析 を行なうことも考

えていたのである.

次に,彼 はすでに検索済みの各地区の販売

高から,そ の合計 を求めようと考え,TOTA

Lコ マンドを用いて,販 売高合計を計算 した.

そして,そ の合計高をベースにし,今 後1年

間の総販売高の予測をFORECASTコ マ ンド

を用いて行なった.

また次に,彼 はデータベース中に蓄 えられ

ている計画値 も含んだ各工場毎の生産能力値

から,そ の前の段階で総販売高を求めたのと

同様なコマ ンドを用いて,全 社の総生産能力

値を求めた.

そして最後に,彼 はその総生産能力値およ

びその前の段階で求めた総販売高の予測値 を,

PLOTコ マンドを用いて,図3に 示す時系列

グラフに出力した.

彼は図3の グラフの形状 とグラフの交点か

ら,今 後の生産余力と,販 売高が生産能力を

凌駕する時期 を知 ることができたのである.

彼は当然のことながら,予 測の信頼性,適

用限界を充分知っていた.し かし,彼 は単な
・る推測よりも

,参 考の材料になると思った.

彼はDSSか ら得られた他の在庫に関す る情
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報等 を参考 に しなが ら,販 売担 当と しての自

の経験 を踏 え,生 産計画変更 に関す る意見書

を生産部 門の管理者B氏 に送 った.そ して,

B氏 が彼 と同様 にDSSを 用 いて,B氏 な り

の別の観 点 か ら検討 した後,彼 はB氏 と打合

せ に入 ったの である.

上 記の例 は一つ の想定 であ るが,一 般 の管

理 者の意思決定 とは,多 分 に これに示 された

例 に近 いであろ う.DSSが 組 織 に導入 され

れば,こ の種 の活用法 は良 く見受け られ るよ

うになると思 われ る.

こ のよ うに,管 理者 はDSSを 利 用す るこ

とによ り,A氏 の よ うに種 々の要 員問の関係

を自分 な りに把握 で き,教 育的 なイ ンパ ク ト

を享受 す ることがで きるとい える.(8)ま た,

DSSと い う一慣 性 のあ るシステ ムは,A氏

とB氏 の打合 せ にみ られ るよ うに,そ の シス

テム を媒体 として管理 者の間で合理 的 なコ ミ

ュニケー ションを可能 にす るで あろ う.す な

わ ち,DSSは 他 部 門 の管 理 者 の意思疎 通の

手段 として役立つ可能性 を持 って いるので あ

る(17)

2.5運 用 サポ ー ト

従来 のEDPSは 一 般 に使 用が開始 され る

と,以 後 それ を利 用 しなければ,業 務の遂行

が不可能 とな る性 質の システムである.こ れ

は銀行 のオ ンライ ン ・システムや販売会社 の

在庫管理 システ ムを思い浮べ てみれば容易 に

理 解で きることで ある.そ のため,シ ステム

導入時 にシステ ム開発部 門の専任 スタ ッフに

よって,シ ステ ム運 用のためのマニュァルが

作成 され,実 務担当者の教育 が一一定期 間徹底

的 に行 なわれ る.EDPSは その使 用 法 を理

解すれば,誰 で もす ぐに一定 のパ ター ンに従

って利用で きるものであ るので,導 入後一 定

期 間 を経て利用者が システムに習熟 す ると,

一 般 に運用サポー トは不要 にな るとい える .

一 方
,DSSは 本 質的 に,管 理者 によって

必要 と思 われ る時 に利 用 され る性 質の システ

ムで ある.シ ステムにな じみの薄 い管理者 は,

DSS活 用 の積極的動機付 けが起 らないか も
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知れないし,ま たDSSの 潜存的な問題解決

能力に気付かない場合もあるかもしれない.

従って,DSS導 入に当たっては,組 織の意

識を積極的な活用に向けて高める方策 をとる

必要がある.そ れゆえ,DSSで はEDPSと

比較 して,使 用が開始された後の運用サポー

トが非常に重要になるといえる.

DSSが 組織内で積極的かつ継続的に利用

されるようにするためには,DSS活 用の動

機付 けを行わねば ならない.そ のサポー ト

を行なうスタッフには,従 来のシステム開発

部門からではなく,利 用部門の中から,シ ス

テムに関心が強 く,指 導力のある者を選び出

す必要 がある.と いうのは,管 理者の問題解

決は,日 常的に管理者に接 し,彼 等の管理業

務 に精通 している者でなければ,本 質的な理

解は難 しいからである.

スタッフは管理者の抱1えている問題 をDS

Sを 用いて解決できることを,彼 等 に具体例

を示 しながら教授する.ス タッフのこの種の活

動 を通 して,管 理者はDSSの 有用性 を肌で

で体得 し,徐 々に問題解決のツールとしての

DSSに 親 しみを感 じていく.そ うして,DSS

の本来の意義 を知 り,DSS活 用への動機 付

けがなされていくことになる.

また,ス タッフは管理者との交互作用を通

して,管 理業務の中からDSSの 適用可能 な

問題 を発掘 していき,そ の具体的な適用を管

理者に知 らしめてい くのである.

スタッフの具体的な役割は,管 理者 と共同

して問題解決のモデルを作成すること,管 理

者の情報要求に応 じられるようにデータベー

スを保持す ること,お よび利用部門間の調整

にあたることなどである.

スタッフは,モ デルの作成に当たり,高 度

な数学的な手法 を駆使するのではなく,管 理

者の立場に立脚 した理解容易なモデルの作成

の指導を行なわなければならない.と いうの

は,管 理者自らがモデルの内容(問 題解決ア

ルゴリズム)に 精通することは,彼 自身がそ

の出 力結果 をよ り正 し く評価す ることを可能

に し,そ の結 果,彼 の情 報評価能力 は向上す

るか らであ る.

ま た,デ ータベースの保持 に当た っては,

ス タッフは管理者 の情報要求 を正 しく捉 える

必要 がある.管 理者 の情報要求 は一般 に多様

で あり,情 報 は組織 の部門 間にまたが り,常

に変化 す る.そ れを正 しく把握 しデー タベー

ス に反映す るには,部 門 間の調整 を必要 とす

る.ス タッフはこの調整役 と して,管 理 者の

意 向 を充分汲み取 ることが必要 であ る.

ス タッフの この よ うな継続的 なサポー トに

よ り,管 理 者はDSSの 簡 単 な利用 か ら深い

利用 まで,適 用技術 を修得 で きるよ うにな る

のであ る.DSSは シス テムにな じみ の薄 い

管理者 にとって,初 めは取 っ付 きに くい シス

テムであ るい うの も事実で あるの で,管 理者

の潜在的 な活用能 力 を高め ることは,ス タ ッ

フの最大 の課題 とい える.

3.企 業情報システムの中のDSS

現実 の企 業情報 システ ムの中で は,2章 で

述べ たDSSが どのよ うに位置付 け られ,ど

の よ うに実現 されてい るかを概観 してみ たい.

3.1MIGHTY-C

本稿 で は,DSSがEDPSと 比 べて相 対す

る概 念で あるこ とを強調 して きた.そ の理 由

は この相違 を強調す るこ とで,DSS概 念 を

よ り明確 に示 した かった か らである.し かし,

現 実の企業 においては,DSSはEDPSと そ

れ程 明確 に区別 され,切 り離 されて構 築 され

てい るわけで はない.む しろ,DSSはEDP

Sと と もに,そ の役割 を補完 し合 う形 態で有

機 的 に統 合化 され構 築 されつつ あ るのが一般

的 であ る.

三 井銀 行の企業情報 システムMIGHTY-C

の 中 に,DSSがEDPSと と もに有機的 に統

合化 されてい る姿 を見 ることがで きる.MIG

HTY-Cは1972年 に立案 され,1977年 に完成
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した(現 在 でも更 に改良 が進 め られてい る)

日本で も有数の壮大 な総合企業情報 システム

で ある(is,zi).

MIGHTYCは,次 の2つ の目的 に沿 って計

画 された もので ある.

① 営 業店 におけ る資料 ・報告書等の作成

作 業の合理化 ならび にマーケ ッテ ィング活

動の支援.

② 本部 における管理者,お よびスタッフに

よる営業店管理 および企画立案 の支援 .

① はEDPS的 な 目標,② はDSS的 な 目

標 をそれぞれ追求 してい るとみることがで き

るが,し か し,MIGHTYCは,組 織 を越 え

て横 断的 に情報の利用 を可能 とす るよ うに,

部 門間 を統 合す るシス テムと して企画 された

もので もあった.歴 史 的 には,立 案当時,銀

行 においては,預 金,外 偽,ロ ー ンなどの業

務 の第2次 オ ンライ ン ・システムが完成 しっ

つあ り,そ れ らの業務処理 システムの処理 し

たデー タを統一的 に管理す るシステムの開発

が課題 となっていたのである .

図4MlGHTY-Cの システム概要

MIGHTY-Cの シ ステ ム

概 要は,図4に 示 す通 りで

ある(is,2i>シス テ ムはバ ッ

チ ・システム と呼 ばれ る部

分 と,デ マ ン ド・システム

と呼ばれ る部分 の2つ か ら

構 成 されている.バ ッチ ・

システムは目的① を,デ マ

ン ド・システムは目的② を,

そ れぞれ実現 した もので あ

る.

3.2バ ッ チ ・シ ス テ ム

バッチ ・システムは次の

2つ の役割 を担っている.

① 営業店のために個別業

務処理システムのデータ

を用いて還元資料を作成

する.

② デマンド・システムの

ために,個 別業務処理シ

ステムのデータを用いて

要約データベースを作成

する.

①の還元資料は,営 業店

の要求によって情報 システ

ム部門から配布 されるか,

あるいは営業店の受信専用
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の リアル端末機 から,利 用者 によって直接取

り出 され る.こ の還 元資料 はMISブ ー ムの

時代 において,盛 ん に出 力された資料(例 え

ば1.1節 で示 したユナ イテ ッ ド航空 のMI

Sに よ り出力 された資料)と,シ ステム的観

点 か らは同 じ種類 の もの と考 えてよい.

こ の資料 はDSSの 立 場 か利用者 か らみれ

ば,受 身 の情報 とい えるが,利 用部 門か らの

積極的 な要求 を取 り入 れて設計 された帳 表 と

なってい る.こ れは主 に主要顧客 の取 引状況

の把握,優 良顧 客の取 引推進,主 要顧 客の資

金の入 出状況把握,お よび取 引動 向の把握 な

どの ために利 用 されて いる.

② の役割 は,具 体 的 には図4の デー タベー

ス蓄積 システ ムが担当 し,そ れは2.3節 で

示 したDSSデ ー タベース作 成 システムの役

割 に対応 す るといえる。この システムは業務

処理 システ ムのデ ータベ ースか ら,必 要 なデ

ー タを体 系的 に抽出 し
,斉 合性 をもって要約

デー タベース に蓄積す るものであ る.MIGH

TY-Cか らみ れば,こ の デー タベース蓄積 シ

ステムは,個 別業務処理 システム と次 に述 べ

るデマ ンド・システムとを有機的 に統合 す るシ

ステム とい うこともで きる.

3.3デ マ ン ド ・ シ ス テ ム

デマ ン ド ・システ ムは,本 部 の管理者 また

は スタ ッフの企画 立案 などの作業 に適 用 され,

2章 で 論 じたDSSと 同 じ性 格 のシステムで

ある.そ れは筆 者 も参画 し日本ユ ニパ ックの

開発 した意思決定 支援 システムDSS1100(7・

23)を母 体 に して
,構 築 されてい る.

デ ー タベース には,バ ッチ ・システム によ

って要約 されたデー タが保存 されてい る.こ

のデー タベ ースは預金,貸 金 などの オ ンライ

ン ・システ ムの デー タの変更 とともに,日 々,

更 新 され るもので ある.ま た,こ のデー タベ

ースには経 済マ クロ情報や銀行 間交換情 報 な

どの外部環境情 報 が保存 されてい る.

本 部 のス タッフは,2.4節 で 述 べ たDSS

活 用 事例の 中のA氏 の よ うに,グ ラフ ィック

CRT端 末 機 を用 いて,自 らデー タベー スに

蓄積 されてい るデー タを検索 した り,更 新 し

た り,分 析 した りして,そ の結 果 を自由 にグ

ラフや漢字帳表,あ るいは それ らの組 み合せ

で出力す るこ とがで きる(25).そ れ らの グ ラ

フや帳表 は経営者へ の報告書 として も利用 さ

れ る.

管理 業務 においては,全 行 的 な計数管理 や

主要顧客の 日々の計数管理 のためのデマ ン ド

・システ ムが問い合せ的 に利用 されているが
,

企 画立案業務 では,デ マ ン ド ・システ ムはD

SS本 来 の活用が なされて いる.

例 えば,貸 出金 の 目標 高 をコン トロー ルす

る管理者 は,重 回帰 によ る予測 手法 を用 いて

貸出金の 日足計画 の策定 と予測 を行 なってい

る.管 理者 はデマ ン ド ・システ ムを用 い,日

日,貸 出高の予測 を行 ない,も し,目 標 達成

が困難 とみ られれば,月 初 に策定 された貸出

高の計画値 を即座 に変更 し,新 しい計画値 を

策定す るの であ る.こ れ により,管 理 者 は貸

出金 が月末 に目標高 に達 す るよ うにコン トロ

ー ルす るこ とが可能 とな ってい るの .

国 債担 当の管理者 は,国 債 の買入 れ価格 を

決定す るのにTマ ン ド ・システ ムを用 いてい

る.国 債 は経済環境 によって価格 が変動す る

ので,管 理者 は シ ミュレー シ ョンによ り直接

利回 りと最終利 回 りとを推 定 し,最 適 な買入

れ価格 を決定す ることがで きる(7).

また 営業店 を管理 す る管理 者は,営 業店の

業績 評価 を行 な うの にデマ ン ド ・システムに

よる主成分分析 の助 け を借 りてい る.一 般 に

評価 には主観 が入 りやすい.そ こで,管 理 者

は10数 項 目に渡 る評価項 目を主 成分分析 を適

用 し,最 終 的 に厳格 に順位付 け を行 なってい

る(19).

こ れ らはデマ ン ド ・システ ムの活用の一例

にす ぎない.本 店 の多 くの管理 者 あるいはス

タ ッフは,シ ステム を自由 に活用で きるよ う

に,専 任の ス タッフか らのサポー トを受 けて
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いる.専 任 ス タッフは ,シ ステ ム利用の推進

役,管 理者 の支援役,利 用部 門間の調整役 な

どの役割 を担 ってお り,専 任 ス タッフの この

よ うな効果的 なサ ポー トによ り,MIGHTY二C

の利 用 が推 進 されているとい える.

以 上述 べた よ うに,三 井 銀行 の企 業情報 シ

ステ ムで は,デ マ ン ド・システム,バ ッチ ・

システ ムおよび個別業務処理 システムがそれ

ぞれ有機的 に統合化 されて お り,お の おのの

システムが単独 では発揮 で きないよ うな相 乗

的 な効果 を,経 営組織全体 に与 えてい るので

ある.

おわりに

DSSは1970年 代 の末 になって,始 めて各

企 業において,そ の意義,そ の必要性 が深 く

認識 されて きたので ある.そ して,現 在 に至

って,1960年 代 の始 め に唱 えられたMISの

理 念 は,や っ とDSSと してその一部分 が実

現 されよ うと してい る.し か し,DSSの 概

念は,MISの 概 念 がかつてそうで あったよう

に,現 在,世 の中 で若干混乱 をきた してい る

の も事 実で ある(注6).

本 稿 の2章 は,ScottMortonの 流 れをくむ

Keenら の主張(9,17,26)と 筆 者 らの経 験(7)を

踏 えて,筆 者 な りの観 点 から論 じた もので あ

る.従 って,筆 者 のDSSの 捉 え方 に異 を唱

える方 もお られよ う.こ れはDSSの 構 築 が

現在,進 展中で あ り,研 究者 にとって研 究対

象が少 ないため に,や む を得 ない ことであ る.

今 後,企 業情報 シス テムの設計者 によ る数 多

くのDSS開 発 事例 が発表 され,DSSの 姿

がよ り明確 にな るの を期 待 した いと思 う.

な お,本 稿 を執筆 す るに当た り,日 本ユ ニ

パ ックの小坂武氏 か ら有益 な助 言 を得た .こ

こに小坂 氏 の御協 力 に深 く感 謝 の意 を表す

る.

注

(注1)「 コ ンピュー タをベー スに した企業

経営 に役 立つ種 々の情 報 システ ム」 に対

して,1960年 代 においては,「マネ ジメ ン

ト・イ ンフ ォーメー ション ・システム(略

称MIS)」 あるいはその 日本語訳 の 「経営

情報 システム」 とい う呼 び名 が一般 に採

用 されて いた.そ の ため,現 在 で も経営

情報 シス テム,MISと い えば,当 時 のM

ISの 定 義 やその システム形態 を思 い浮べ

る人が多い.そ こで,本 稿 では この よ う

な誤解 を避 け るため,企 業経営 のための

情 報 システム を 厂企 業情報 システム」 と

総称 し,特 に1960年 代 の企 業情報 システ

ム を特 定す る場合 だけ,MISま た は経営

情報 システム と呼 ぶこ とにす る.

(注2)一 般 にコ ンピュータが企業 に導入 さ

れたのは,1951年 のUNIVAC-1の 出 現

以後 といわれている(11.

(注3)こ の 種の事務 の合理化 は,現 在はO

A(OfficeAutomation)の 立場から論 じら

れて いる.OAに つ いては本稿 の主題 で

は ないので触 れないが,今 後 はDSSは

OAと 密 接 に関係 して発展 してい くもの

と思 われ る.そ れ らの関係 につ いては,

文 献20を 参 照 されたい.

(注4)こ こ でい う 「構造的 な副問題」 とは,

Simonの 主 張〔1劭す るそれ と同 じと考 えて

よい.

(注5)こ の 例 を管理 者側 からでは な く,D

SS側 か ら眺めた具体 的な例 は,文 献15

を参 照 されたい.

(注6)Donovan&Madonick〔10お よび原野 ・

広 内⑳ は,そ れぞれの別 の観点 か らDSS

を2つ に大別 してい る.Alter(12・17)はD

SSを 幅 広 く取 り扱 い,7つ に分類 して

いる.な お,竹 村 ⑳はDSS概 念 の混乱

につ いて論 じている.
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